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研究成果の概要（和文）：東日本大震災後の社会意識や行動の規定因を解明することを目的として、東京都と福
島市において、無作為抽出を伴う独自の統計的社会調査を行い、他のデータも含め分析を行った。主な分析結果
として、被害金額と社会階層に関連はないが、将来不安感は社会階層に関する変数との関連があることが分かっ
た。原発政策への志向は、年齢や社会不公平感に規定されていたが、階層帰属意識との関連はなかった。被災者
支援については、仙台市よりも福島市において、避難者に対するさらなる支援に否定的な回答が多かった。健康
と社会経済的要因には関連があった。被災地とそれ以外の地域を比較しつつ、実証的分析を行い成果を挙げるこ
とができた。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to clarify the determinants of social 
consciousness and behaviors after the Great East Japan Earthquake by using statistical social 
surveys data in Tokyo, Fukushima city and other areas. We find that people's anxiety on future life 
is effected by social status, however there is no association between damage amount and social 
stratification variables. About the nuclear energy policy, variable of age and social unfairness 
effect to the policy preference, and we find there is no association between the preference and 
social status. About the support to victims by the Japanese government, the residents in Fukushima 
city tend to answer that the support is enough more than Sendai. And we find an association between 
health and socio-economic factors. We have conducted empirical analysis by comparing damaged area 
and other area.

研究分野： 計量政治社会学、社会階層研究、統計的社会調査法
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１．研究開始当初の背景 
人々の将来への認識や将来予測は、行動の

重要な規定因であることはよく知られてい
る。しかし、将来への不安感や将来認識につ
いての分析、社会意識とネットワークの関連
についての実証研究は、あまり多くはない。
震災後の不安感や将来予測に関して、研究代
表者は現地の大学と協力しつつ、仙台市と、
隣接する郡部(仙北地域)において、本研究プ
ロジェクト以前にも、独自の社会調査を行い
分析した。その結果、不安感は経済的地位や、
関係的資源保有に規定されていることが分
かっている。社会関係資本（social capital）
研究やネットワーク研究は最近注目されて
おり、重要な研究も存在する。社会意識や不
平等について研究する上でも、ネットワーク
保有について解明することは重要である。い
かなる民主主義社会も、非公式な人間関係を
否定するものではない。その結果として、
人々の保有する有力者との人間関係や、政治
的影響力には、様々な不平等が存在する。民
主主義は平等を原則とするが、現実の民主主
義社会における政治的影響力は全員が等し
くはない。社会的資源を多く持ち地位が高い
ものほど人間関係を保有し、政治に参加し、
影響力を持つからである。このことは、主と
して政治参加研究や資源動員論の文脈にお
いて指摘されている。日本は平等な社会と言
われてきたが、最近では格差拡大に関する議
論も盛んであり、将来への意識や、今後の格
差の動向に関する研究は重要である。しかし
格差といっても所得や資産、学歴、政治的影
響力、人間関係の保有など、多次元的に測定
することが可能である。 
将来への認識や、影響力、人間関係ネット

ワークの構造は、政治社会学の根本的な課題
だが、実証研究は多くはない。本研究は、と
くに人間関係に着目して、多次元的な社会構
造と、社会意識や行動、社会参加行動との関
連に着目する。単に震災後の社会の変化につ
いて分析するだけでなく、経済のグローバル
化や社会の変化に対して、人々がどのような
認識を持っているのかについての研究は重
要である。多くの民主主義は、人々の制度へ
の信頼感や非公式な人間関係をもとに成り
立っている。しかしながら脱産業社会では、
農村共同体的な人間関係は存在せず、人々の
価値観の変化が各国において存在する。信頼
感の低下や人間関係の希薄化については、社
会関係資本に関する研究が大きな注目を集
めている。だが、地域比較可能な、意識と行
動やネットワークに関する実証研究は少な
い。被災地における社会調査は、今後の人々
の不安感や、将来の経済見通し、生活実態を
解明するために重要だが、統計的社会調査は、
あまり行われていない。本研究は、将来不安
感などの社会意識と、人間関係保有を含む社
会的資源保有の構造と、社会参加行動につい
て実証的に分析し、独自の統計的社会調査を
行い、社会意識とネットワーク保有の関連に

ついて解明するものである。とくに、今後の
不安感や、将来の社会に関する認識について
調べ、社会意識と、ネットワークを含む社会
的資源や参加行動との関連について調査を
行い、データ分析を行う。 
東日本大震災後、社会科学においても様々

な研究が行われたが、人々の復興政策に対す
る意識や、各種の社会意識や行動や、関係的
資源(有力者とのつきあい)保有に関する実証
研究は多くはない。とくに、被災地とそれ以
外の地域との比較は、重要な課題であるが研
究が少ない。例えば、原発政策への志向と社
会階層に関連があるか、また、復興政策への
意識に関して、地域間で違いがあるか等につ
いては未解明な部分も多い。 
 そもそも、大震災後の日本社会にはどのよ
うな変化があっただろうか。また、最近の社
会変動を説明できる理論は存在するだろう
か。震災直後には、今後の日本経済の不振や、
社会の不安定化について、多くの人々が強い
不安感を持っていた。しかし震災後は、復興
バブルともいわれる状況も存在し、とくに都
市部においては、不景気の深刻化を感じるこ
とは、全般的にはそれほどなかっただろう。
その一方、被災地では、将来の街作りや地域
社会の行く末についてまだ目処が立たない
地域も多い。東京など大都市圏では、人手不
足や好況感もあるが、これは一部の大企業に
限られた部分も多い。政治的には、2012 年
12 月末に政権交代があり自民党政権となっ
たが、全般的には、震災後の日本に大きな社
会変動があったとは言い難い。ただ脱産業化
と生産拠点の海外移転がさらに進み、高齢化
と人口減少が進展する中で、漠然とした将来
不安感を持つ人が多いことも事実であろう。 
 社会変動を説明する理論として、高度成長
期頃までは、各国において楽観的な産業化論
（近代化論）が主流であった。産業化が進む
につれ、社会の開放化や平等化が進み、成長
と平等は両立するという理論が、社会学にお
ける中心的理論であり、マルクス主義的な、
資本主義社会における格差拡大論は影響力
を失っていった。しかし、各国において格差
拡大が問題となっている現在においては、産
業化論もあまり説得力がない。しかし、それ
に変わる新たな理論がないことも事実であ
る。強いて言えば、グローバル化の中で格差
拡大が進む傾向は、各国において注目されて
おり、経済規模の拡大と、先進各国における
少子高齢化と、それに伴う不平等化の流れは、
様々な分野で指摘されている。社会全体での
競争の激化や、様々な分野での民営化、実力
主義化が進み、政府による再分配政策や平等
化政策の削減が進む一方、労働規制や労働者
保護は減る傾向にあると言ってよいだろう。
このような状況の中で、人々の社会意識や行
動、人間関係の変化、また、将来不安感や震
災復興に関する政策志向の現状とその規定
因を解明することは重要な課題である。 
 



２．研究の目的 
 本研究は、原発事故の影響が強かった福島
市と、被災地から遠い首都である東京都にお
いて、意識や行動の比較のために独自の統計
的社会調査を行い、データの計量分析を行う
ものである。研究目的は、各種の社会意識や
行動、復興に関する政策、原子力発電政策へ
の志向、人間関係保有に関して、その規定因
を解明することである。とくに、ネットワー
ク保有と意識の関連に着目する。将来の生活
に関する不安感や、経済見通しなど将来の社
会認識についての分析を重視する。社会意識
の地域間と、国際間の比較も重視し、既に調
査を実施した各国におけるデータも用いて、
不安感の規定因や、社会構造の特徴について
比較研究を行うことを目的とする。具体的に
は、政治意識の一種である政策志向と、社会
階層の間に関連があるのかについて解明す
ることをデータ分析の目的とする。例えば、
社会的地位が高いものほど、政府による復興
政策を支持し、原発稼働を支持するような傾
向はあるだろうか。これらは重要な課題であ
る。震災に関する研究は、田中他(2013)のよ
うな社会学的研究を見ても、被災地の状況を
記述するのみで、被害と社会階層の関連につ
いて詳しく分析したものは少ない。少人数へ
の聴き取り調査を元にした研究も多く、研究
対象が限られており、的確な分析結果がない
ものが多い。震災後に実施された、比較的大
規模な統計的社会調査による研究としては、
福島大学 (2013)による双葉郡調査、高木
(2015)によるいわき市における調査などがあ
るが、複数地域を比較しつつ、意識と行動に
関して分析したものは少ない。なお我々のこ
れまでの調査結果については、立教大学社会
学部社会調査グループ編 (2014)や、村瀬
(2013)、三澤(2014)などを参照されたい。 
 
３．研究の方法 
立教大学社会学部が東北大学、福島大学と

共同で行った「生活と防災についての意識調
査」データを用いて計量分析を行う。我々は
2011年11月に仙台市にて調査を行って以来、
いくつかの社会調査を実施したが、本科研費
により 2014 年 11 月の東京都調査、2015 年６
月の福島市調査を行うことができた。また、
立教大学の学内研究予算により、2015 年３月
の仙台市において調査を行った。福島市調査
は、母集団が福島市内の 20 歳以上の男女、
確率比例抽出法により市内の 70 地点を有権
者人口分布により抽出（エリアサンプリン
グ）した。各地点において、地図上で、スタ
ート地の家を決めてから、等間隔に対象の家
を選ぶ形式で対象者の世帯を抽出した。震災
のため転居した人が調査対象にならないこ
とを避けるため、あえて住民基本台帳や選挙
人名簿等は抽出に用いなかった。予算の制約
のため、本研究費では６月初めに、福島大学
の研究者と協力しつつ、福島市中心部におけ
る調査を実施した。また、６月半ば以降に、

立教大学内の予算により、福島市郊外にて調
査を行った。調査内容について詳しくは村瀬
他(2017)を参照されたい。調査時には、まず
調査員が対象者となったお宅の郵便ポスト
に調査票を投函し、その後、回収のために訪
問する形式で行った。世帯の中での個人はお
願い状により無作為に選び、最終的に 2100
人の 20 歳以上の個人を対象とした。東京都
(50 地点抽出、1800 人対象)と仙台市(60 地点
抽出、1800 人対象)調査も同様の方法で実施
したが予算の都合で調査対象者人数が異な
る。有効回収数は、福島市は 1452 人(回収率
69％)、東京都は 738 人(回収率 49％)、仙台
市は 1210 人(回収率 67％)である。 
 調査会社に委託はせず、調査員を直接管理
し、予備サンプルや補充サンプルというもの
を用いずに、当初予定した調査対象者のみか
ら厳密に回収を行い、調査実施法の技術を蓄
積することもできた。2015 年度までにデータ
ファイル作成作業と、基礎的な分析は終え、
2016 年度に本格的な分析を行い各種の成果
発表を行った。震災後の生活や意識に関する
社会調査として貴重なデータを得ることが
できた。予算の都合上、同時ではないが、震
災後に複数回の統計的社会調査を行うこと
ができた。政策志向や社会意識については、
統計的社会調査による研究が少なく、独自の
社会調査を行った意義は大きい。なお仙台市
の場合、津波による被害が深刻な沿岸部は、
もともと人口比では 1%以下だったが、それら
の地域は、有権者人口の資料では既に人口が
０となっているため抽出されなかった。調査
について詳しくは村瀬(2017)と立教大学村
瀬研究室ホームページを参照。厳密な無作為
抽出を伴い、都市と農村部を比較可能な社会
調査は例が少ない。また被害の格差や、社会
意識と社会階層の関連については未解明な
部分が多く、無作為抽出を伴う社会調査デー
タを得て計量分析を行うことは学術的意義
が大きい。 
 震災から何年もたち、現在の住民は、震災
後に転入した人もいるため分析時は、震災後
の転居の問（以前の市町村記入欄がある）を
用いて、以前からの住民と震災後に被災３県
（岩手、宮城、福島県）から転入した人と、
それ以外の転入者を分けて分析した。分析時
の主な被説明変数は、震災時の被害金額や、
将来不安感、復興政策の評価、原発政策への
志向、避難者への支援に関する質問項目、生
活満足感、政治的有効性感覚、健康度や不眠
に関する質問項目などである。説明変数とし
て、年齢や性別などの基本属性の他、関係的
資源（有力者とのつきあいの保有）や、性別
役割意識（男性が外で働き、女性は家庭を守
るべきである）、社会不公平感（一般的にい
って、いまの世の中は公平だと思いますか）
等の変数を用いた。 
 
４．研究成果 
この種の大規模な社会調査は、調査実施と



データファイル作成にかなりの時間がかか
るが、既に研究メンバー各自が、米国社会学
会等の国際学会における成果発表を含む、
様々な形で研究成果を発表し成果を挙げて
いる。今後さらに分析を進めて、学術書とし
てまとめるとともに、学会が発行する学術雑
誌の論文としてさらに投稿し成果発表予定
である。 
これまでの主な分析結果をいくつか挙げ

ると、震災による被害金額については、回答
者の社会的地位との明確な関連がないが、将
来不安感は、社会階層と関連があることが分
かった。将来不安感の規定因に関する重回帰
分析では、階層帰属意識や生活満足感、主観
的健康度、居住年数、被害金額などが不安感
と関連があった。被害経験の規定因に関する
ロジスティック回帰分析では、学歴が低いも
のほど、家族や親戚の怪我や死を体験してい
る傾向があった。また、有力者との関係的資
源を持つものほど、友人の怪我や死を体験し
ている傾向があることが分かった。 
復興政策への国民意見反映については、階

層帰属意識の規定力が強く、高階層ほど意見
が反映されていると答える傾向があった。ま
た、社会への不公平感が強いと、意見が反映
されていないと答える傾向があった。原発政
策志向に関しては、年齢が負の大きな規定力
を持ち、高年齢の人は原発に対して否定的で
ある。福島では、政治的有効感が高いほど、
また社会不公平感が低いほど、原発に肯定的
だった。被災者に対する政府支援については、
階層帰属意識は正の有意な規定力を持つ。ま
た福島では、福島市内に長く住む人ほど、支
援が十分ではないと答えていた。原発避難者
に対する支援については、高年齢ほど、もっ
と支援した方がよいと答えていた。 
政策志向の規定因としては、多くの場合、

階層帰属意識や社会不公平感が有意だった。
本人が帰属する社会階層により政策志向は
異なることが解明された。また、社会不公平
感という現体制評価は、様々な政策志向の基
礎的な規定要因であった。原発政策に関して
は、転入者であることは負の規定力があり、
「転勤族」という特徴が、現代社会において
重要であることを示唆している。性別ダミー
変数も多くの場合に有意であり、政策志向の
男女差は有意に大きいことが、重要な発見で
あった。 
放射能への不安感については、子育て世代

（20 代～40 代)は、未成年の子供と同居して
いると、放射能による健康への影響について
不安感が強まる傾向があることが明らかに
なった。被災者支援についての福島調査の分
析では、避難者に対するさらなる支援に否定
的な回答が多く、仙台市民との間に温度差が
あることが解明された。健康と社会経済的要
因の関連についての分析では、収入や教育水
準が睡眠問題の発生に影響することが知ら
れているが、この関係は階層帰属意識によっ
て変動することが明らかになった。階層帰属

意識が低・中程度の集団では、教育水準や収
入が睡眠問題に影響していたが、階層帰属意
識が高い集団ではこれらの関係が見られな
かった結果が得られた。また、抑うつや精神
的健康と、人間関係やコミュニケーションの
特徴についても分析を行った。「近所での世
間話の有無」と「インターネット回線の所有」
を用いて分析したところ、自宅損壊の高リス
ク群で、かつ実際に自宅損壊を経験している
グループでは、インターネット回線（女性）
や近所での世間話（男性）が、抑うつ指標を
引き下げている可能性が示唆された。その一
方、低リスク群の女性は、自宅損壊を経験し
ていない場合、ボランティア経験が抑うつ指
標とマイナスの関係を示した。震災ボランテ
ィア経験は、ボランティア当事者の精神的健
康にもよい側面があることが分かった。自宅
損壊を経験した男性について、近所での世間
話が抑うつを減らす効果を示したことは、コ
ミュニティのあり方に大いに示唆を与える。 
 自身を被災者と思うか否かという、主観的
被災者意識について分析したところ、客観的
な被害の程度とは必ずしも一致しないこと
が分かった。被災者意識は、震災の記憶、将
来や原発に対する不安によって形成される
ことが明らかとなった。 
 震災から既に６年以上がたった現時点で
の日本社会における大きな課題として、復興
政策や原発政策に関する国民的合意がない
こと、また、被災地の人々や生活について、
被災地以外における人々の関心が低下して
おり、実際に被災地を訪問することも減り、
関心や記憶の風化が指摘されることが挙げ
られる。国民的合意については、意識と社会
階層の関連について検討することが不可欠
であるし、関心の低下については、被災地と
それ以外の地域を比較しつつ、意識や生活の
実態について分析することが必要であろう。
しかし社会科学全般において、被災地とそれ
以外の地域を比較しつつ、社会意識や生活の
実態について分析可能な調査研究は少ない。 
2017 年 4月 1日までに、原発近くの避難指示
解除も行われているが、そのことに関する研
究も少なく、今後の課題であろう。我々とし
てもさらに成果発表を行い、今後の政策形成
などの参考になるよう努めたいと考えてい
る。最後に、現地の多くの人々や、福島大学、
東北大学の人々のご協力により、このような
社会調査を実施できたことについて深く感
謝したい。 
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